
    

平成26年８月29日 

 

各  位 

本社所在地 東京都千代田区九段北４－２－６ 

                       会 社 名 レ  カ  ム  株  式  会  社 

                       代 表 者 名 代表取締役社長 伊  藤  秀  博 

                       （コード番号：3323 東証 ＪＡＳＤＡＱ Ｓ） 

                      問 合 せ 先 取締役常務執行役員経営管理本部長 

                                     川  畑  大  輔 

                                                     （ＴＥＬ:０３－５３５７－１４１１） 

                                                     （ＵＲＬ: http://www.recomm.co.jp） 

 

 

当社子会社（孫会社）の株式取得に関するお知らせ 

 

当社は、平成26年８月29日開催の取締役会において、当社連結子会社の株式会社ニューウェイブビ

ジネスソリューションの子会社である大連新涛諮詢服務有限公司の発行済株式のすべてを譲り受け、

同社を当社直接保有の子会社とすることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 記 

 

１．株式取得の目的 

当社グループは、情報通信機器の販売、設置工事・保守、インターネットサービス、ＢＰＯ事業

（Business Process Outsourcing）等、中小企業に対する情報通信に関するあらゆる商品およびサ

ービスを提供するワンストップサービスカンパニーを目指し、事業展開しております。その中でも

市場の拡大が期待されるＢＰＯ事業を当社グループの「成長ドライバー」と位置付け、中国の大連

市および長春市に現地子会社としてＢＰＯ業務センターを設立し、現地スタッフにより受託業務を

遂行しており、また、今秋にはミャンマーにＢＰＯ第３センターを開設すべく準備を進めておりま

す。 

そうしたＢＰＯ事業の拡大施策の一環として、本年５月にＭ＆ＡによりＢＰＯ事業を営む株式会

社ニューウェイブビジネスソリューションおよび大連新涛諮詢服務有限公司の２社を当社連結子

会社といたしましたが、大連新涛諮詢服務有限公司については、当社100％子会社である大連レカ

ム通信設備有限公司と統合させることが、より経営効率を高められるとの考えから、現在、両社の

統合に向けた準備を進めており、その一環として、大連新涛諮詢服務有限公司を当社の100％子会

社とすることとしたものであります。 

 

２．株式取得対象会社の概要 

  (1) 商号      大連新涛諮詢服務有限公司 

(2) 本店所在地   中華人民共和国遼寧省大連市高新区火炬道海外学子創業園A座515 

(3) 代表者     董事長 伊藤 秀博 

(4) 事業内容    ＢＰＯ事業 

(5) 資本金     13百万円 

 



(6) 設立年月    平成22年11月 

(7) 株主      株式会社ニューウェイブビジネスソリューション（出資比率100％） 

  (8) 当社との関係  資本関係  当社が株式会社ニューウェイブビジネスソリューションを

通じて株式の100％を間接保有しております。 

            人的関係  当社の取締役１名が取締役（董事）に就任しております。 

            取引関係  記載すべき事項はありません。 

 

３．株式取得先の概要 

(1) 商号      株式会社ニューウェイブビジネスソリューション 

(2) 本店所在地   東京都千代田区九段北四丁目２番６号 

(3) 代表者     代表取締役 村山 祐一 

(4) 事業内容    ＢＰＯ事業 

(5) 資本金     54百万円 

(6) 設立年月    平成22年８月 

(7) 株主      当社（出資比率100％） 

(8) 当社との関係  資本関係  当社が株式の100％を保有しております。 

          人的関係  当社の取締役２名が取締役に、監査役１名が監査役に就任

しております。 

          取引関係  記載すべき事項はありません。 

 

４．異動の日程 

    平成26年８月29日  当社取締役会決議 

平成26年８月29日  株式譲渡契約締結 

    平成26年９月１日    譲渡日 

 

５．業績に与える影響 

  100％子会社からの株式取得であるため、本件が当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

以上 


